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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期
第３四半期
連結累計期間

第70期
第３四半期
連結累計期間

第69期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
４月１日
至平成24年
12月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（百万円） 38,600 43,913 54,917

経常利益（百万円） 3,384 3,572 5,221

四半期（当期）純利益（百万円） 1,764 3,232 2,440

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
1,272 3,474 2,238

純資産額（百万円） 28,182 32,299 29,147

総資産額（百万円） 44,920 47,949 46,755

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
136.36 249.79 188.60

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 60.5 65.1 60.2

　

回次
第69期
第３四半期
連結会計期間

第70期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
10月１日
至平成24年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 69.62 55.22

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営んでいる主な事業内容について重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、米国で緩やかな回復傾向が見られたものの、欧州では債務問題長期化に

より依然景気低迷が続いております。また中国やインドの経済成長も減速しており、先行き不透明な状況が続きまし

た。一方、わが国経済は、東日本大震災からの復興需要などにより緩やかな復調が見られるものの、円高や海外経済の

減速を受けた輸出不振などを背景に、全体的に弱含みの動きとなっています。　

主要取引先であります自動車業界において、国内自動車生産では、震災後の復興需要に加え、「エコカー補助金」に

よる環境対応車普及策の効果により前年同期を上回る結果となりました。また海外においては、北米における堅調な

需要の伸びと新興国市場での生産拡大により、自動車生産台数は前年同期を上回ることとなりました。

　

このような状況のもと、当第３四半期連結累計期間では、主力製品である自動車用バックミラーの販売が好調に推

移した結果、売上高は43,913百万円（前年同期比13.8％増）と大きく増加いたしました。利益につきましても、売上高

増加等により、営業利益は3,267百万円（前年同期比6.8％増）、経常利益は3,572百万円（前年同期比5.6％増）、四半

期純利益は3,232百万円（前年同期比83.1％増）となりました。

　

  セグメントの業績は、次の通りであります。　

①日本

震災後の復興需要と「エコカー補助金」による需要の増加により、売上高は29,521百万円（前年同期比10.7％増）

となり、営業利益は2,518百万円（前年同期比26.8％増）となりました。

　

②アジア

市場における自動車需要の増加により、売上高は10,300百万円（前年同期比15.4％増）となりました。一方、利益面

につきましては、洪水被害のあったタイ国生産拠点での一時的なコスト増加などの影響により、営業利益は678百万円

（前年同期比44.0％減）となりました。

　

 ③北米

自動車需要の堅調な回復により、自動車生産台数が増加した結果、売上高は4,091百万円（前年同期比36.4％増）と

なり、営業利益は106百万円（前年同期は営業損失114百万円）となりました。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は241百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(4）生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、日本の生産、受注及び販売実績が著しく増加いたしました。

これは、主に被災後の自動車メーカー各社における生産体制の回復と「エコカー補助金」による需要増によるもの

であります。　　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,900,000

計 29,900,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,100,000 13,100,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数　1,000株

計 13,100,000 13,100,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 13,100,000 － 3,165 － 3,528

　

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載

をしております。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

(自己保有株式)

普通株式　

160,000

－ 単元株式数　1,000株

完全議決権株式（その他）
普通株式

12,853,000
12,853 同上

単元未満株式
普通株式 

87,000
－

１単元(1,000株)未満

の株式

発行済株式総数 13,100,000 － －

総株主の議決権 － 12,853 －

（注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式944株が含まれております。

　　　２　「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。　

  

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社村上開明堂

静岡市葵区伝馬町

11番地５
160,000 － 160,000 1.22

計 － 160,000 － 160,000 1.22

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

(2）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

したが、第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間より百万円単位をもって記載することに変更しま

した。

なお、比較を容易にするため、前第３四半期連結会計期間及び前第３四半期連結累計期間についても百万円単位

に組替え表示しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,661 11,954

受取手形及び売掛金 ※
 8,440

※
 6,725

電子記録債権 832 663

商品及び製品 878 769

仕掛品 599 817

未成工事支出金 197 278

原材料及び貯蔵品 1,519 1,536

繰延税金資産 802 816

その他 1,234 448

貸倒引当金 △15 △10

流動資産合計 23,151 23,998

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 11,652 11,520

減価償却累計額及び減損損失累計額 △4,839 △4,755

建物及び構築物（純額） 6,813 6,765

機械装置及び運搬具 18,343 18,812

減価償却累計額及び減損損失累計額 △14,057 △13,580

機械装置及び運搬具（純額） 4,286 5,232

工具、器具及び備品 14,805 14,981

減価償却累計額及び減損損失累計額 △14,042 △14,452

工具、器具及び備品（純額） 763 529

土地 5,362 5,254

リース資産 371 345

減価償却累計額及び減損損失累計額 △269 △276

リース資産（純額） 101 68

建設仮勘定 933 375

有形固定資産合計 18,260 18,226

無形固定資産 476 473

投資その他の資産

投資有価証券 2,179 2,466

投資不動産 2,049 2,181

減価償却累計額及び減損損失累計額 △437 △455

投資不動産（純額） 1,612 1,726

繰延税金資産 349 346

その他 788 772

貸倒引当金 △62 △62

投資その他の資産合計 4,866 5,250

固定資産合計 23,603 23,950

資産合計 46,755 47,949
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 7,532

※
 5,990

短期借入金 1,334 1,338

未払法人税等 753 440

製品保証引当金 945 903

賞与引当金 809 515

役員賞与引当金 16 9

その他 ※
 2,073

※
 2,233

流動負債合計 13,466 11,431

固定負債

長期借入金 1,676 1,860

退職給付引当金 1,369 1,324

役員退職慰労引当金 834 823

資産除去債務 60 56

その他 200 153

固定負債合計 4,141 4,218

負債合計 17,607 15,649

純資産の部

株主資本

資本金 3,165 3,165

資本剰余金 3,528 3,528

利益剰余金 22,010 25,010

自己株式 △129 △130

株主資本合計 28,574 31,572

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 803 842

為替換算調整勘定 △1,228 △1,216

その他の包括利益累計額合計 △425 △373

少数株主持分 997 1,100

純資産合計 29,147 32,299

負債純資産合計 46,755 47,949
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 38,600 43,913

売上原価 32,257 37,134

売上総利益 6,342 6,778

販売費及び一般管理費

運送費及び保管費 587 581

貸倒引当金繰入額 － 0

役員報酬 205 216

従業員給料 1,049 1,129

賞与引当金繰入額 112 109

役員賞与引当金繰入額 26 9

退職給付費用 62 44

役員退職慰労引当金繰入額 42 33

福利厚生費 229 256

旅費交通費及び通信費 153 187

減価償却費 108 111

その他 705 831

販売費及び一般管理費合計 3,283 3,511

営業利益 3,059 3,267

営業外収益

受取利息 8 18

受取配当金 36 40

受取地代家賃 74 115

受取ロイヤリティー 38 74

為替差益 － 6

開発業務受託料 92 28

その他 145 121

営業外収益合計 396 405

営業外費用

支払利息 18 16

賃貸費用 24 33

為替差損 12 －

持分法による投資損失 － 44

その他 16 6

営業外費用合計 71 101

経常利益 3,384 3,572

特別利益

固定資産売却益 2 16

受取保険金 － 1,155

負ののれん発生益 5 －

特別利益合計 7 1,171
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

特別損失

固定資産処分損 61 106

特別損失合計 61 106

税金等調整前四半期純利益 3,330 4,637

法人税等 1,384 1,241

少数株主損益調整前四半期純利益 1,946 3,395

少数株主利益 181 163

四半期純利益 1,764 3,232
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,946 3,395

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △297 39

為替換算調整勘定 △371 39

持分法適用会社に対する持分相当額 △4 △0

その他の包括利益合計 △673 78

四半期包括利益 1,272 3,474

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,167 3,283

少数株主に係る四半期包括利益 105 191
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

連結の範囲の重要な変更

　第２四半期連結会計期間おいて、嘉興村上開明堂汽車配件有限公司は嘉興村上石崎汽車配件有限公司（現社名　嘉興村

上汽車配件有限公司）に吸収合併されたため、連結の範囲から除外しております。

　

　

【会計方針の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却方法の変更

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与

える影響は軽微であります。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。　

 

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。

 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形 27 8

支払手形 264 164

設備支払手形（流動負債の「その他」） 141 60

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 1,635百万円 1,937百万円

 

EDINET提出書類

株式会社村上開明堂(E02217)

四半期報告書

12/18



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

　配当に関する事項

 （1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 129 10.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

平成23年11月９日

取締役会
普通株式 103 8.00平成23年９月30日平成23年12月９日利益剰余金

 （2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日は当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。　

　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

    配当に関する事項　

 （1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 103 8.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日利益剰余金

平成24年11月13日

取締役会　
普通株式 129※ 10.00 平成24年９月30日 平成24年12月10日利益剰余金

　　　※　１株当たり配当金10円00銭には、創業130周年記念配当2円00銭が含まれております。

　

 （2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日は当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

　
 

　
報告セグメント

　 その他 合計

日本 アジア 北米 計

売上高       

外部顧客への売上高 26,6788,923 2,99838,600 － 38,600
セグメント間の内部売上高又は
振替高

2,209 393 1 2,605 － 2,605

計 28,8889,316 3,00041,205 － 41,205

セグメント利益又は損失（△） 1,986 1,212 △114 3,084 － 3,084

（注）　本邦以外の区分に属する国又は地域は以下のとおりであります。

アジア：タイ、中国

北米　：米国
　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 3,084 　

「その他」の区分の利益　 － 　

セグメント間取引消去 268 　

全社費用（注） △293 　

四半期連結損益計算書の営業利益 3,059 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

　
 

　
報告セグメント

　 その他 合計

日本 アジア 北米 計

売上高       

外部顧客への売上高 29,52110,3004,09143,913 － 43,913
セグメント間の内部売上高又は
振替高

2,364 602 0 2,967 － 2,967

計 31,88610,9024,09146,880 － 46,880

セグメント利益 2,518 678 106 3,303 － 3,303

（注）　本邦以外の区分に属する国又は地域は以下のとおりであります。

アジア：タイ、中国

北米　：米国
　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 3,303 　

「その他」の区分の利益　 － 　

セグメント間取引消去 293 　

全社費用（注） △329 　

四半期連結損益計算書の営業利益 3,267 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 136.36円 249.79円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,764 3,232

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,764 3,232

普通株式の期中平均株式数（株） 12,942,136 12,939,497

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

２【その他】

平成24年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………129百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月10日

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

　　　 １株当たり配当金10円00銭には、創業130周年記念配当２円00銭が含まれております。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２５年２月８日

株式会社村上開明堂

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田　宮　紳　司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加　山　秀　剛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社村上開

明堂の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２４年１０

月１日から平成２４年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年１２月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社村上開明堂及び連結子会社の平成２４年１２月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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